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【事務局】  それでは、ただいまより社会資本整備審議会河川分科会第１１回気候変動

に適応した治水対策検討小委員会を開催いたします。 

 私、本日の進行を務めます河川計画課長の○○でございます。どうぞよろしくお願いい

たします。 

 まず、お手元に配付しております資料のご確認をお願いしたいと思います。 

 まず、お手元に配席表がございます。その次に議事次第がございます。その次に本小委

員会の名簿がございます。その後に資料目次がございます。資料１－１といたしまして「諮

問書及び付託書」、資料１－２といたしまして「社会資本整備審議会運営規則」、資料１－

３といたしまして「社会資本整備審議会河川分科会運営規則」、資料２「これまでの検討の
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経緯と今後の検討の進め方等について」、資料３「水災害分野に係る最近の動向等」、それ

から参考資料といたしまして、２０年６月の社会資本整備審議会の答申をつけてございま

す。 

 資料に不備がございましたら、事務局のほうにお申しつけいただければと思います。 

 傍聴の皆様方におかれましては、傍聴のみとなっております。審議の進行に支障を与え

る行為があった場合には、退出いただく場合がございます。議事の進行にご協力をお願い

いたします。 

 それでは、会議の開催に当たりまして、○○水管理・国土保全局長より一言ご挨拶申し

上げます。局長、よろしくお願いいたします。 

【事務局】  水管理・国土保全局長の○○でございます。本日は、○○委員長をはじめ

委員の先生方には、大変お忙しい中、当小委員会へご出席をいただきましてまことにあり

がとうございます。日ごろから国土交通行政、とりわけ私ども水管理・国土保全行政につ

きまして、先生方には大変ご指導を賜り、また、いろいろなお世話をいただいております。

心から感謝を申し上げます。 

 この検討小委員会でございますけれども、平成１９年に設置をされまして平成２０年６

月には、水災害分野の地球温暖化の気候変化への適応策のあり方についてということで取

りまとめをいただきました。それから５年余りたっておるところでございますけれども、

今回からまた新たに先生方にお加わりをいただきましてご審議をいただきまして、検討を

進めたいということでございます。今回、１１回目の開催になるということでございます。

先生方にはどうかよろしくお願いを申し上げたいと思います。 

 ご承知のとおり、昨年はほんとうに災害の多い一年でございました。全国各地で水害、

土砂災害が発生しました。また、竜巻も発生いたしましたし、伊豆大島でも土砂災害とい

うふうなことで大きな被害が出たわけでございます。一方で、各地で渇水も発生したとい

うふうなことで、水害と渇水が同時に進行する、発生するというふうな状況でございまし

た。まさに異常気象というのが昨年の状況でございました。一昨年には北部九州で豪雨災

害がございましたし、その前の年には紀伊半島でも水害がございました。世界に目を向け

ますと、一昨年にはニューヨークでハリケーン・サンディの災害被害がございましたし、

昨年は台風３０号によりますフィリピンでの大きな被害、こういったことで、我が国そし

て世界各地で災害が発生している、異常気象というふうな状況かと思います。 

 そんな中で、先生方もご承知のとおり、昨年の９月にＩＰＣＣの第５次評価報告書の第
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１作業部会の報告が公表されました。気候システムの地球温暖化がもう疑う余地がないと

いうふうなことを示された報告でございました。政府全体といたしましても、平成２７年、

来年になりますけれども、夏を目途に適応計画を取りまとめることにしているところでご

ざいます。 

 そのような状況、さらには我が国の災害の状況も踏まえまして、今般、水災害分野に係

る気候変動適応策のあり方について先生方にご審議をいただきたく、大臣から社会資本整

備審議会に諮問をさせていただいたところでございます。この小委員会では、まずは２０

年６月の答申に基づいた適応策についてフォローアップをするとともに、その後の新たな

知見も踏まえまして、今後の方向性、取り組むべき適応策についてご検討をいただきたい

というふうに考えておるところでございます。 

 先生方には大変お忙しい中、恐縮でございますけれども、ご審議をいただいて、答申を

いただきますことをお願い申し上げまして、冒頭の挨拶とさせていただきます。どうかよ

ろしくお願いいたします。 

【事務局】  議事に先立ちまして、本委員会が約５年ぶりの開催となること、また、今

回から新たにご就任をいただいた委員もいらっしゃいますことから、改めて委員の紹介を

させていただきたいと思います。 

 まず、○○委員長でございます。 

【○○委員長】  ○○です。よろしくお願いします。 

【事務局】  では、席順にご紹介申し上げます。 

 ○○委員でございます。 

【委員】  ○○です。どうぞよろしくお願いします。 

【事務局】  ○○委員でございます。 

【委員】  どうぞよろしくお願いいたします。 

【事務局】  ○○委員でございます。 

【委員】  ○○でございます。よろしくお願いいたします。 

【事務局】  ○○委員でございます。 

【委員】  ○○でございます。よろしくお願いいたします。 

【事務局】  ○○委員でございます。 

【委員】  ○○です。よろしくお願いします。 

【事務局】  ○○委員でございます。 
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【委員】  ○○でございます。よろしくお願いいたします。 

【事務局】  ○○委員でございます。 

【委員】  よろしくお願いいたします。 

【事務局】  ○○委員でございます。 

【委員】  どうぞよろしくお願いいたします。 

【事務局】  ○○委員でございます。 

【委員】  ○○でございます。よろしくお願いいたします。 

【事務局】  ○○委員でございます。 

【委員】  ○○です。どうぞよろしくお願いします。 

【事務局】  ○○委員でございます。 

【委員】  ○○でございます。よろしくお願いします。 

【事務局】  ○○委員でございます。 

【委員】  ○○です。よろしくお願いいたします。 

【事務局】  ○○委員でございます。 

【委員】  よろしくお願いいたします。 

【事務局】  ○○委員でございます。 

【委員】  ○○でございます。よろしくお願いします。 

【事務局】  ○○委員、○○委員、○○委員、○○委員、○○委員、○○委員は、ご都

合によりご欠席と聞いてございます。 

 社会資本整備審議会河川分科会運営規則第４条第１項に基づきまして、委員総数の３分

の１以上の出席がございますので、本委員会が成立しておりますことをご報告申し上げま

す。 

 では、事務局のほうについてもご紹介をさせていただきます。 

 ○○です。 

【事務局】  よろしくお願いいたします。 

【事務局】  ○○です。 

【事務局】  よろしくお願いします。 

【事務局】  ○○です。 

【事務局】  どうぞよろしくお願いいたします。 

【事務局】  ○○です。 
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【事務局】  よろしくお願いいたします。 

【事務局】  ○○です。 

【事務局】  よろしくお願いいたします。 

【事務局】  ○○でございます。 

【事務局】  よろしくお願いいたします。 

【事務局】  ○○でございます。 

【事務局】  ○○課長、所用で代理でございます。 

【事務局】  ○○でございます。 

【事務局】  よろしくお願いいたします。 

【事務局】  ○○でございます。 

【事務局】  よろしくお願いいたします。 

【事務局】  ○○でございます。 

【事務局】  よろしくお願いいたします。 

【事務局】  ○○でございます。 

【事務局】  よろしくお願いいたします。 

【事務局】  ○○でございます。 

【事務局】  ○○です。よろしくお願いいたします。 

【事務局】  なお、本日、本委員会でご審議いただく「水災害分野に係る気候変動適応

策のあり方について」は、平成２５年１２月１１日付で国土交通大臣から社会資本整備審

議会会長に諮問がなされ、１２月１３日付で同会長から河川分科会長宛て付託されたもの

でございます。 

 諮問書及び付託書を資料１－１につけてございます。 

 それでは議事に移らせていただきます。カメラ撮りの方はここまでとさせていただきま

すので、カメラの方々はご退出をお願いいたします。 

 それでは、○○委員長、よろしくお願いいたします。 

【委員長】  ○○です。どうぞよろしくお願いします。 

 この小委員会を始めるに当たっての私の思いを話させていただきます。 

 前回から５年ぶりにこの会が開かれるわけですが、前回までＩＰＣＣ第４次報告が出ま

して、私どもはその影響の大きさにかなりびっくりしまして、それに対応するために今後

起こるべきものに対して適応策をどう考えていくのかということで一生懸命やりました。
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しかしながら、この５年間、この問題について、事務局は当初考えたほど対応してこなか

ったように思います。これはなぜかというと、今すぐどういうふうにすべきかについてよ

く見通しが持てなかったということのほかに、やはり非常に大きなスケールの現象の適応

策というのは、今の河川計画の延長上で考えていくことに対しては難しい面もあったと思

います。しかし、もっといろいろな形でこういう気候変動に対応して、地域に応じて、ス

ケールに応じたいろいろな超過洪水対策問題があることがこの５年間でわかってきました。 

 今回のこの委員会では、前回の検討結果をフォローアップするのですけれども、大きい

スケールの超過洪水適応策を中心に、それだけで考えるのではなくて、場との関係で連続

的に変化する洪水スケールに対して、適応策を持っていなきゃならない。さらにその先に

ある巨大な超過洪水災害に対してどう適応策を考えていくのかということも含めて、適応

策の広い議論をさせていただきたいということを私は事務局に申し上げております。今回

の皆様にいただく議論はそういうことも含めてお願いしたいと思っています。 

 そういうことで、委員会は続いており、今日は１１回目ということで、１回目ではない

のかというご議論もありましたけれども、１１回目になります。そして今回の検討は、河

川行政、水資源行政、そのほか都市を含めた水の問題を、全部かかわるので、多くの専門

の方々に小委員会に入っていただきました。それぞれの皆様の、ご専門の立場から十分な

ご議論をいただけるようにお願いいたします。 

 先ほどの局長さんのお話ですと、ほぼ１年間にわたってこの委員会が続く予定です。相

当のことが議論できるのではないかと思いますので、どうぞ積極的にいろいろな立場から

ご意見をいただきたいと思っていますので、どうぞよろしくお願いします。 

 それで、これからですが、審議に入る前に、当委員会の会議及び議事録の公開について

確認をさせていただきたいと思います。 

 お手元の資料１－２と資料１－３をごらんいただきたいのですが、当委員会の会議及び

議事録につきましては、社会資本整備審議会運営規則第７条及び社会資本整備審議会河川

分科会運営規則第４条に基づき公開することとし、特段の理由があるときは会議及び議事

録を非公開とし、その場合においては、その理由を明示し、議事要旨を公開することにな

っております。なお、会議の公開については、会場の都合により人数を制限する場合がご

ざいます。今後、このようにさせていただきたいと思いますので、ご承知おき願いたいと

思います。 

 会議の公開につきましてはよろしいでしょうか。 
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（「異議なし」の声あり） 

【委員長】  はい、どうぞよろしくお願いします。 

 それでは、議事３の（１）、当小委員会について、事務局から説明をお願いします。 

【事務局】  それでは、事務局をやらせていただいています河川計画調整室長の○○で

ございます。では、資料に基づきましてご説明させていただきます。座って説明させてい

ただきます。 

 資料２の、これまでの検討の経緯と今後の検討の進め方等について、まず説明させてい

ただきます。 

 今、委員長からもお話ありましたように、平成２０年に１０回の議論をいただきまして

答申をいただいています。まずはその答申のおさらいをしたいと思いますので、それにつ

いてご説明させていただきます。 

 まず、１ページ目を開いていただきまして、これまでの経緯がございますけれども、平

成１９年８月に第１回のこの小委員会を開かせていただきまして、最終的には２０年６月

に、太字で書いてありますが、「水災害分野における地球温暖化に伴う気候変化への適応策

のあり方について」という答申をいただいています。 

 次に、２ページにその答申のポイントを当時まとめたパワーポイントがありますので、

それで当時の答申について簡単にご説明させていただきたいと思います。 

 １ページめくって３ページですけれども、まず基本的認識としましては、ここに４点書

いてありますけれども、水災害に適応した強靱な社会をつくるのだと。適応策と緩和策は

車の両輪として共に進めていく必要があります。あと、特にまだわからないところもござ

いますから、順応的なアプローチを導入して、その時点時点で適切な適応策を考えていく

ことも必要です。あと最後、国際的な貢献も考えるべきだというような基本的な認識のも

と、外力の増大と国土・社会への影響としてどんなことが考えられるかということで、下

に幾つか例示してございます。降雨の量の増大であるとか、洪水の増大、土石流の激化、

高潮・海岸侵食の増大、渇水リスクの増大等々、あと河川環境の変化についても、外力が

増大していろいろ影響が出てくる。特に水分野、水災害分野においては大きな影響が出て

くるという前提のもとで、適応策をどうするか、どう考えるかというのをまとめています。 

 次に４ページでございますけれども、適応策の基本的な方向としては、まず、目標の明

確化として犠牲者ゼロを目指していこうと。その犠牲者ゼロに向けた検討とあわせて、国

家機能の麻痺を回避するようなことによって最終的には被害の最小化を目指していこうと
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いうように考え、目標を明確化しています。 

 増大する外力への対応として、まず、洪水に対しては、洪水の治水施策を重層的に行っ

ていこうと書いてございまして、これまでの治水対策を引き続き進めていくとともに、流

域における対策等々、安全を確保する治水施策を重層的に実施していこうというような考

え方です。 

 高潮につきましても、段階的な対応で進行する海岸侵食への対応を強化していこうとい

うことで、下にありますように、更新時を踏まえて、増大する外力を見込んでかさ上げを

していこうというような話、あと海岸侵食につきましては、総合的な土砂管理を積極的に

進めていこうというような考えです。 

 次のページですけれども、あわせて激化する土砂災害につきましては、危険度の高い箇

所を抽出して重点的に整備するような話とあわせて、土砂災害警戒区域等の土地利用規制

を推進していこうというような話です。右側の渇水リスクについては、下にあります総合

的な水資源マネジメントということで、①から④のような観点で進めていきたいと考えて

います。環境への対応につきましては、まだ予測困難な部分がございますので、十分なモ

ニタリングを行い、変化の把握に努めていこうというものです。 

 あわせて、気候変動の影響を把握するため、特に脆弱性を明らかにするために、災害リ

スクをどう評価するかということについてもしっかり検討して、適切な適応策の選択に資

するような災害リスクの評価をしていかなければいけないというようなことも述べられて

います。 

 最後に６ページが気候変動への対応策の全体ですけれども、基本的には緩和策と適応策

を車の両輪としてしっかりやっていくということでございますが、その具体策としては、

施設による適応策、地域づくりと一体となった適応策、危機管理対応を中心とした適応策、

渇水については渇水回避に向けた適応策、河川環境の変化への適応策及び気候変化による

影響のモニタリング強化といった６つの視点でポイントをつくっています。 

 具体的には次のページ、７ページ、８ページ、９ページに書いていますけれども、時間

があまりありませんので、ここについては後で見ていただければと思います。 

 以上のようなものを答申としていただいて、本文としてはここにありますような答申を

いただいているところです。 

 そして、今後の検討スケジュールですが、１１ページを見ていただいて、一番目に黄色

がＩＰＣＣ、世界的な動きですが、昨年９月に第１作業部会の報告が出たということで、
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それ以降、今年の３月には第２作業部会、４月には第３作業部会、最終統合報告書として

は秋には公表予定という中で、政府全体、赤いラインがありますが、環境省の中環審の小

委員会等々で議論されておりますが、この議論を踏まえて、一番下にありますが、２７年

の夏に政府全体で「適応計画」を閣議決定するという予定です。これに向けて各省動いて

いるところですけれど、国交省全体としては、その隣、真ん中の緑色のライン、社整審と

交政審の合同の環境部会の中で環境行動計画を今年まとめて、来年には国交省としての適

応策を取りまとめていこうというような流れがあります。これは先ほどの夏の閣議決定に

向けての動きでして、この中で特に水災害分野における適応策につきましては、特に水管

理・国土保全局の関連する部分が非常に大きなものがあるということで、本委員会で検討

していただきたいと思っています。具体的には、今年度中には中間取りまとめぐらいを行

いまして、最終的には２７年に最終取りまとめをしていきたいと思っています。 

 あわせて、水管理・国土保全局の中でも、右側に４つの枠がありますけれども、渇水の

分野では国土審議会の水資源開発分科会の調査企画部会で議論されていますし、下水道の

分野については、下水道政策研究委員会というのが立ち上がっています。あと、海岸につ

いても海岸管理のあり方検討委員会ということで４省庁で議論されていますし、土砂災害

についても、昨年の１２月に強化に向けた検討会というのが動き出していますので、この

中のいわゆる地球温暖化への適応策等々については全部組み込んだ形で、本小委員会でま

とめていきたいと思っているところです。 

 具体のスケジュールですが、次の１２ページです。１２月１１日に大臣から審議会に諮

問させていただき、１３日には河川分科会に付託となっています。これを受けて、今回、

本日ですが、１１回目の小委員会を開きまして、水災害分野における気候変動適応策のあ

り方についての審議をさせていただいています。また３月には第１２回の審議を行いまし

て、これまでの最新の知見であるとか、あと、２０年６月答申のフォローアップ等々を踏

まえて、新たな課題の抽出・整理を行っていきたいと思っています。それ以降、来年度に

入り、各水災害分野毎でそれぞれの特徴を踏まえた形での適応策について議論していただ

き、年末ぐらいに中間取りまとめをしていきたいと思っていまして、来年度の最終取りま

とめに向けていきたいというようなスケジュール感です。 

 最後、今のようなことにつきまして、具体的な最近の動向につきましては資料３で次に

ご説明させていただきますが、その最近の動向と、２０年６月答申のフォローアップを踏

まえて、新たな課題を、現況の施設規模や計画規模を上回る外力への対応をどうするかで
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あるとか、流域での対応をどうするか、危機管理での対応をどうするかというような話を

課題として抽出・整理していただいて、最終的に取り組むべき適応策としてまとめていき

たいと思っています。 

 すみません、雑駁ですが、以上、資料の説明です。 

【委員長】  ありがとうございました。ただいまの水災害分野に係る気候変動適応策の

あり方についての今後の検討の進め方等について、これにつきましてご質問、ご意見等を

いただきたいと思います。どうぞよろしくお願いします。 

 どうぞ、○○委員。 

【委員】  １点よろしいですか。ＩＰＣＣ第４次のときにも、本当にいろいろな苦労を

しました。いろいろなことを思い出すのですけれども、４次とこの５次とどこが決定的に

違うかというと、海面上昇の予測が全く違う。４次のときにはグリーンランドの氷河の溶

解というのはもうわかっていたのだけれども、あえて組み込まなかったのです。５次は組

み込んでいます。それで、ご存じのように、ＩＰＣＣ５次、この間のサマリーは、最大８

２センチという予測が公表されていますが、あれは２０年平均ですから、２１００年度ピ

ンポイントの予測は最大９８センチと書いてあるのです。日本ではほとんど紹介していな

いのです。ＮＯＡＡは２メートルを予測しております。ハンセンは５メートルと言ってい

る。でも、アメリカもヨーロッパも真面目に対応していて、これは海面上昇はここで扱わ

ないでいいのか、よそで扱って最終的な適応計画に入るんだったらいいんですけれども、

ここで扱うしかないのであれば、高潮とは全く違うものですので、海面上昇に対する検討

を太い柱で入れていただきたい。そうしないと、沖積地の大河川の河口部のこれからの都

市計画、５０年、１００年先の都市計画に水・国土が影響を与えるという道が出てこない

んですよ。ぜひ。 

【委員長】  前回のこの水災害分野地球温暖化気候変化の適応策のあり方については海

面上昇のことは書かれています。このフォローアップからスタートしますので、議論をし

ていきたいと思っています。よろしいでしょうか。 

 ほかには。どうぞ、○○委員。 

【委員】  ではよろしいですか。２点ほどあるのですけれども、１つは、４ページの適

応策の基本的な方向で目標の明確化というのが書いてあります。それで、ここには犠牲者

ゼロ、それから国家の中枢機能の麻痺を回避するという非常に重要な目標が書かれている

んですけれども、先ほどのご説明ですと、防災という観点だけじゃなくて、水の利用だと



 -11-

か、あるいは水にかかわる生態系の保全だとか国土の保全と、みんなあるということです

から、少しこの議論の中で、適応策の目的としてどういうものが入るべきなのかという点

について視野を広げる必要があるんじゃないか。実は今朝、水資源のほうの委員会で、水

資源を確保すること、安全な水を供給し続けることは非常に重要だというようなお話を伺

ったりしているわけですけれども、防災という観点の目標、それから水資源の確保という

目標、それから国土の健全な水循環や生態系のあり方を確保する、そういうような目標が

全体として入ってくると、先ほどの総合的な検討ということになるのではないか。これは

また次回以降議論されることだと思いますけれども。 

 もう１つ、８ページで地域づくりと一体となった適応策という点です。いろいろなとこ

ろで私も議論しているんですけれども、多くの場合、自治体が適応策の実際の現場になる

わけです。そうすると、これもまた次回以降の議題だと思うんですけれども、１３ページ

のところの新たな課題等というところで、自治体と国の役割をどういうふうにうまく結び

つけるかという視点が非常に重要になると思うんです。というのは、農業にしろ、あるい

は土砂災害、防災にしろ、影響を感じておられる自治体の担当者はかなりたくさんいて、

行政でも取り組みたいということを思っておられる。しかし、国と協力しないとできない

というような意見も多いものですから、そういう自治体の動きをどうやったらバックアッ

プできるのかとか、そういうような視点の議論も必要なのではないかと思います。 

【委員長】  ありがとうございます。 

 では、今の○○委員のお話にこの時点で何かお答えすることはありますか。 

【事務局】  目標につきましては、今、特にここには治水の部分だけしか書いてないの

で、先生言われたように、分野としては、先ほどこのグラフにありましたように、水資源

の分野であるとか、砂防の分野、下水道の分野、海岸も含めてやろうと思っていますので、

その辺については明確にしていきたいと思います。あと、国と自治体との役割分担は非常

に大事なところだと思いますので、その辺についてもしっかりやっていきたいと思います。 

【委員長】  それじゃ、次回に向けて検討をお願いします。 

 他にはいかがでしょうか。どうぞ、○○委員。 

【委員】  ○○です。ちょっとこのメンバーを見ますと、法律屋さんは多分私だけなの

かなという気がしておりまして、他の分野との関連性とか、あるいは法的な議論というこ

とで少し異質なことを申し上げたいのですけれども、今回の議論というのは、そのＩＰＣ

Ｃの第５次評価報告書が出るということで、それをにらんで新しくいろいろな政策を考え
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ていくというお話で、そのことが何か所与の前提になっているんですが、まず１点目は、

このＩＰＣＣの報告書自体が持っている我が国の治水対策と水政策というのですか、それ

に対する規範的な意味合いというものについてはどのようにお考えになっているのか。我

が国政府も参加しているから守らなきゃいけないよねというだけではちょっと足りないの

でして、昨今、国際的な機関がいろいろなことを決めて、それに対して我が国が対応しな

きゃいけないという場面はいろいろな分野であるんですけれども、ちょっと全体の印象と

して言うと、気候変動に関してはそれほどきつい規範性はないんじゃないかというふうに

印象としては持っておりまして、例えば期限がどのぐらい切られているのか、あるいはど

うして政府でもって、それに対してどの程度の強さあるいはモチベーションを持って対応

していくのかということについては必ずしも自明ではないんじゃないかと。多分、この報

告書がなくても現代的な治水対策というのはやっていかなきゃいかんというのは、普通に

行政の内的な要請としてあると思いますので、そこのところを少し明確にしていただかな

いと、ＩＰＣＣがどう言ったからといってどうということはないので、そのあたりのとこ

ろを少しご説明をいただけるとありがたいということが１点です。 

 それから、今日の資料２の最後、１３ページを見ますと、新たな課題というのが挙がっ

ておりまして、あるいは今後さらに取り組むべき適応策というところですけれども、これ

は、計画規模を上回る外力への対応とか、流域での対応とか、危機管理での対応というの

は、今のお話とも関連しますけれども、これは変な話、１０年前から言っているような論

点でもありまして、今回これを取り上げるということは、やっぱり現在の実際上の機構の

問題であるとか、それから国際社会における要請であるとか、それから我が国固有の文脈

の中での治水対策の進化みたいなところがあって、そこが、どこがどう新しいのかという

ところがよくわからないというか、結局同じことをずっとやっているんじゃないかという

感じもしないでもありません。で、そのあたりの理屈づけをしていただければなというふ

うに思います。そうすると、やっと新しいかなという感じがしてくるし、今後さらに地球

温暖化が進んでいくんだよということになりますと、それを展望して方向性も出てくると

いうことになるんじゃないかと思いますので、その辺が切れ味よく出ると、なるほどねと

いう感じがするかなと思います。 

 それから、これはつけ足しですけれども、今、国・地方関係のお話がございまして、こ

れもいろいろ河川分野では悩ましい話ではあったわけですけれども、昨今、ちょうど最近

いろいろなところで言っているんですが、地方分権って大体一段落しておりまして、ここ
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ら辺、空気の変わり目といいますか、ベクトルの方向修正をするんだったらここら辺で仕

掛けないといけませんねというふうに思っておりまして、この点については私もいろいろ

思うところがございますので、コメントさせていただければというふうに思っております。 

 以上です。 

【委員長】  ありがとうございます。ただいまの○○委員のご意見、最初の２つ、ＩＰ

ＣＣ報告へのここでの位置づけ、対応。それからもう１つは、これまでの議論とあまり変

わっていないんじゃないかという、そういうふうに見えなくもないという点について、今

日は議論する時間がありませんが、まず事務局としてそこをしっかりと資料をつくってい

ただいて、議論をさせていただこうと思います。よろしいでしょうか。 

【委員】  はい、お願いします。 

【委員長】  はい、ありがとうございます。 

 最後のほうでまとめてご議論いただくことにいたしまして、続いて、議事３の水災害分

野に係る気候変動の適応策のあり方について、事務局から議事３の（２）をお願いします。 

【事務局】  それでは、資料３に基づきまして説明させていただきますが、ちょっと大

部になっていますので。基本的には事実的な部分だけだと思っていますので、簡単に説明

させていただきたいと思います。 

 開いていただきますと、最近の気候変動に関する動向としまして、まずはＩＰＣＣの５

次報告の第１作業分科会の報告書の概要を載せています。真ん中にありますけれども、温

暖化については疑う余地がないであるとか、温暖化の主要原因は人間活動であるという可

能性が極めて高いであるとか、あと予測の結果としては、今も議論に出ていましたけれど

も、温度の平均気温が０.３から４.８度上昇であるとか、海面水位については最大８２㎝

の上昇の可能性が高いというような話、あと、特に中緯度の陸地については、極端な降水

がより頻繁になる可能性が非常に高いというような予測が出ています。 

 あわせて、引き続きまして、次に２ページ、３ページ以降については、国内での気候変

動予測の主な取り組みですが、例えば３ページで、２００７年から２０１１年に行われま

した文科省のいわゆる革新プログラムとか、４ページ、２０１２年から１６年で行います

気候変動リスクの情報創生プログラムであるとか、そういう国内の大規模なプログラムが

進んでございます。これ以外にも、いわゆるＲＥＣＣＡと言われているものであるとか、

環境省がやっているＳ-６とかＳ-８とかいろいろなプログラムがございまして、気候変動

に対する予測が非常に進んでいるところでございます。先ほどのＩＰＣＣの話であるとか、
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この辺の最近の国内での研究の話につきましては、これを主体でやられている先生がおら

れますので、次回、その先生に概要をご説明いただきたいと思っています。ＩＰＣＣにつ

きましては○○先生からご説明いただきたいと思いますし、水災害分野の影響評価につき

ましては○○先生のほうからプレゼンをしていただこうと思っています。これらについて

は、そういうことで簡単に説明させていただきます。 

 ５ページ、６ページにつきまして、５ページにつきましては気象庁が地球温暖化の予測

情報第８巻として、２０１３年に日本周辺の詳細な地球温暖化の予測情報を全球モデルか

らダウンスケールして提供しています。６ページですが、これは文科省と気象庁、環境省

が平成１３年に気候変動の観測・予測及び影響評価統合レポートということで、日本の気

候変動の影響の全体を取りまとめています。 

 次の７ページですが、特に水災害分野に特化した研究としては、国交省の国土技術政策

総合研究所から「気候変動の適応策に関する研究」ということで、平成２２年から２５年

の期間で今研究をしている途中ですが、１３年には中間報告ということで、下の黄色いと

ころに書いているような内容についての研究の概要を取りまとめているところです。 

 このように気候変動の予測評価について新たな知見が示されているところですし、日本

における実際の気候変動がどんな状況になっているかというのを、次の２で気象庁による

観測をもとに概要を示しています。 

 ９ページを開いていただきますと、気温の関係でございますけれども、日本国内の年平

均気温の経年変化を示していますが、過去１００年で１.１５度上昇しています。これらに

つきましては、基本的に、気象庁が出している気候変動監視レポート２０１２からです。 

１０ページが熱帯夜、猛暑日、真夏日、冬日等々の変化でございますけれども、熱帯夜、

猛暑日については増加が見られる。冬日については減少が見られる。真夏日はまだ変化の

状況が見られないという状況です。 

 １１ページにつきましては、桜の開花日であるとかカエデの紅葉日については、開花日

は早まる方向、紅葉日については遅くなる方向であり、長期的な気温上昇が要因の一つと

して考えられています。あと４月１日の開花ラインについても、右下に地図がありますが、

大分北のほうに上がってきています。 

 １２ページは年降水量の年ごとの変動ですけれども、経年的な変化はなかなか見づらい

ですけれども、特に１９７０年以降については変動が非常に大きくなっているというのが

わかると思います。 
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 次のページも降雨ですが、日雨量１００㎜以上、２００㎜以上の増加傾向ですとか、年

間の１㎜以上降る日数がどんどん減っているというような状況も見られています。下段で

は、アメダスの状況として時間雨量、あと日雨量４００㎜以上の増加傾向が見られている

という状況です。 

 １４ページにつきましては、今度は積雪ですが、積雪については明確な減少傾向という

のが見えているというような状況ですし、最後１５ページにつきましては、台風の発生状

況と海面水位の状況ですが、これについては長期的な変化はまだ見られないというような

状況です。 

 以上、気象庁の気候変動監視レポートからの状況です。 

 次が最近の水災害の状況です。１７ページ、１８ページ、１９ページ、２０ページが東

日本大震災、東北・太平洋沖地震の状況です。これについてはもう皆さんご存じだと思い

ますが、１７ページが地震の概要で、マグニチュード９.０の大地震が、震源域長さ４５０

㎞・幅２００㎞にわたる大きな地震が起こって、大津波が発生しています。津波の発生頻

度は５００年から１００年に一度程度と言われています。 

 １８ページに海岸堤防の被災状況ですが、海岸延長１,７００㎞のうち海岸堤防が３００

㎞あったんですが、そのうちの１９０㎞が全壊・半壊しています。 

 １９ページですが、津波被害、地震による被害として、河川堤防の話ですが、流出・決

壊、沈下、法崩れ等々、あと特に関東地方において液状化の被害も非常にたくさん出てい

るというような状況です。 

 ２０ページは、地震における自然環境の変化ですが、この写真は北上川の河口部ですが、

津波と地盤沈下で河床が低下して、ヨシ原等々が消失してしまい、ニゴイとかチクゼンハ

ゼ等々が確認できなくなっているような状況であるとか、ヒヌマイトトンボの生息環境が

上流のほうに移動しているというような状況で、下段に書いていますが、環境についての

大きなインパクトがあった後のモニタリング、特に個別種というよりは動植物の生息・生

育・繁殖環境を考慮したモニタリングというのが重要だということで、そういったモニタ

リングを今進めているところです。 

 引き続きまして、海外の状況です。２１ページが、２３年９月に起きましたタイのチャ

オプラヤ川の氾濫・浸水ですが、ご存じのように、大きな洪水の中、工業団地が大きく浸

水しまして、世界のサプライチェーンにも大きな影響を与えたというような状況がありま

した。 
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 ２２ページは、ハリケーン・サンディによるニューヨークでの都市圏水害ですが、高潮

により地下鉄の浸水、停電、交通機関の麻痺、ビジネス活動の停止等々経済社会に大きな

影響を与えたものです。 

 ２３ページが今年の台風３０号によるフィリピンにおける災害ですが、中心気圧が８９

５ヘクトパスカルで最大瞬間風速９０ｍ／ｓの巨大台風のままで上陸したということで、

高潮による大きな被害が発生しました。 

 次が日本での最近の災害の状況ですが、平成２３年７月には新潟・福島での豪雨があり

まして、平成１６年に豪雨があった後、大きな河川改修を行ったのですけれども、それを

超えるような大きな洪水が発生いたしまして、支川で堤防満杯で流れてきたものが本川に

来て、本川と中ノ口川でハイウォーターを超えるような状況となり、特に中ノ口川では排

水ポンプの運転調整等々も行われたというような状況でした。 

 次の２５ページが、平成２３年９月の台風１２号による被害ですが、これは紀伊半島が

被災していますが、累積降雨で１,４２５㎜、流域平均でそれぐらい大きな雨が降ったとい

うことで、戦後最大の伊勢湾台風を大きく上回る２万４,０００㎥／ｓぐらいの流量が出て

いる状況で、上流のほうでは下にあるような２００カ所を超える土砂災害や人的被害もた

くさん出ているというような状況です。 

 次のページが、その台風１２号における上流側の和歌山における大規模崩壊の状況です。

この中で、今日は出席できなかったんですけれども、○○先生からお話をいただいていま

して、このような大規模な崩壊による極端な河床変動についても考慮が必要ではないかと

いうようなご意見をメールでいただいています。皆さんにご紹介させていただきます。 

 次が２４年７月の九州北部の豪雨災害でございます。これも既往最大であった、いわゆ

る二八災害と言われています昭和２８年の洪水を上回るような大きな災害が九州の北部の

各河川で発生してございます。人的被害もございましたし、家屋被害も多数出ています。 

 ２８ページがそのときの阿蘇における土砂災害の発生ですけれども、このような小さな

外輪山の周辺で７８件もの集中的な土砂災害が発生するような状況でした。 

 ２９ページが矢部川の状況でございますけれども、基準点の船小屋水位観測所で観測史

上最高、ハイウォーターを大きく超える洪水が発生しまして、国直轄区間でも破堤が起こ

っていますし、県管理区間でも破堤が起きまして、下にあるような大きな浸水被害が発生

しています。 

 同時に、次の３０ページですが、筑後川水系の花月川においても、同じ７月３日の堤防
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決壊、越水とあわせて１４日にはまたほとんど同じところで越水等の被害も発生している

というような状況ですし、堤防の決壊なり、あと既存のパラペットの上の越水等々も起こ

っているというような状況です。 

 引き続いて３１ページが今年の台風１８号による災害ですが、由良川等近畿で大きな洪

水が発生していまして、由良川ではこれも観測史上最高の水位を記録して大きな被害が発

生しています。あと京都市内では安祥寺川という淀川の３次支川の氾濫水が地下鉄に流入

して地下鉄が運休するというような、都市に大きな影響を与えるような災害が起こってい

ます。 

 あと、下は下水道整備によって浸水被害の軽減が図られたということで、同じ京都市内

ですけれども、京都市、向日市、長岡京市のあたりでの大きな幹線１号、２号、３号が供

用開始されたことによって被害が大幅に軽減されているというふうな状況もわかっていま

す。 

 あわせて３２ページについては、同じ台風１８号における桂川の上流、日吉ダムの状況

ですが、基本的に下流に流す最大流量の９割を低減したということで、下にあります嵐山

の渡月橋のところで５０㎝ぐらいの水位低下とか、右側にありますが、下流の鴨川合流点

で堤防満杯、ひたひたになっていたのですけれども、それがダムの調節がなければ、ここ

にありますような１万３,０００戸・１.２兆円の被害が発生したと想定されるぐらいの治

水効果があったというような事例です。 

 あわせて最後、３３ページが大島での台風２６号の被害ですが、火山地域での大規模な

泥流ということで、非常に大変な被害、大きな人的被害が発生しました。右下にあります

が、その中でも砂防施設の効果というのが確認されています。 

 ３４ページが施設規模を上回る洪水の発生状況ですが、毎年、計画高水位を上回るよう

な、施設規模を上回るような洪水が年に１０回とか８回とかという程度で発生している状

況を示しています。 

 ３５ページがいわゆる局地的な大雨です。いわゆる市街地におけるゲリラ豪雨において

も毎年毎年全国各地で発生していまして、このような被害が毎年のように発生していると

ころでございます。 

 ３６ページは、近年増大している土砂災害ということで、５０㎜以上の雨の発生回数と

土砂災害の発生回数を見ますと、豪雨の発生頻度と同様に土砂災害の発生頻度も増加して

いるデータも見えるところです。 
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 ３７ページは渇水の状況ですが、２５年度においても全国１８水系２３河川で取水制限

等が実施されており、渇水についても発生しているところです。 

 引き続きまして、平成２０年以降、新たな制度とか提言について幾つか出ていますので、

概要を簡単に説明させていただきます。 

 地震を踏まえて、３９ページ、４０ページに津波防災の検討を踏まえた上で、４０ペー

ジにございますけれども、最終的には津波防災地域づくりに関する法律をつくっています。

ここにあります①から⑥のような形で整備されていまして、具体的には次の４１ページに

ありますが、津波の災害警戒区域を定めて、その区域ごとでの基本的な考え方、計画を進

めていこうというような防災を基本にしたまちづくりの法律です。 

 あわせまして４２ページは、その津波防災地域づくりに合わせて、水防法についても、

津波の位置づけの明確化であるとか、国交大臣が特定緊急水防活動ができるようにという

ような改正も行われています。 

 引き続きまして４３ページでは、平成２５年の４月に、河川管理のあり方についての答

申もいただいていまして、安全で持続的な維持管理を進めるための各種の方策について提

言をいただきまして、それを踏まえて４４ページのように水防法及び河川法の改正を行っ

ているところで、水防法については多様な主体の参画ができるようにするとともに、河川

管理施設については維持管理、修繕の基準をつくるなどの適切な維持管理ができるような

制度を河川法、水防法を改正して行っているところです。 

 あわせまして４５ページには、海岸管理についての取りまとめですが、これは今議論中

ですが、昨年の年末、１２月に取りまとめの案として出されていまして、海岸管理の防災

対策としての明確化であるとか、海岸についても維持管理の充実、国土保全としての侵食

対策や沖ノ鳥島の保全、地球温暖化への適応策についても議論をされているところです。 

 ４６ページにつきましては、これも年末ですけれども、国土強靱化基本法という法律が

成立しています。事前防災と減災、早急な復旧復興に資する総合的な計画を実施するとい

う基本的な考え方のもとに、大規模自然災害から国民の生命、財産を守るための必要な施

策を実施していくというものです。 

 ４７ページについては、税制等々についても、浸水施設に対する固定資産税の特別措置

等も行っています。 

 ４８ページについては、２３年の新潟・福島豪雨について、これについてもソフト・ハ

ード両面での取り組みを進めていくべきとしています。特に地方から本省にも意見具申が
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できるような取り組みをやっていくべきだ。特にスピード感を持って推進していこうとい

うような方策をまとめていただいていますし、４９ページ、５０ページにつきましては、

米国のハリケーン・サンディに対しての調査団を派遣してございまして、それについての

緊急メッセージを大臣にいただいていまして、５０ページにその概要がございますけれど

も、リスクをちゃんと評価して、行動計画を策定して、災害対応をするというような提言

をいただいています。 

 ５１ページ、５２ページは、１００㎜／ｈ安心プランということで、都市におけるいわ

ゆるゲリラ豪雨対策を国、地方公共団体、あと住民等各種主体の参画のもとにつくってい

こうということで、皆さんで協力して行う事例でございまして、５２ページには富山県高

岡市における行動計画、実際につくった計画の概要が載っています。 

 ５３ページについても、これは渡良瀬川での事例でございますけれども、地域防災につ

いて、ミツバという株式会社があるのですけれども、その株式会社と行政が協力して地域

の防災力向上のための協定を結びながら、実際にミツバが行ういろいろな防災対策につい

て行政のほうで支援していくというような協定を結んでやっている事例も出てきていると

ころです。 

 ５４ページは、東京都でつくられた豪雨対策下水道緊急プランということで、今まで５

０㎜対応をやっていたのを７５㎜、つまり５０㎜を超える豪雨についての対策をまずオリ

ンピックまでに頑張っていくというようなプランを昨年末にまとめられているところです。 

 時間があまりないので、最後、５５ページにはこれらのいろいろな制度の年表をまとめ

ていますので、後で見ていただければと思います。 

 最後ですが、諸外国における気候変動適応策の事例も取りまとめています。イギリスの

事例とオランダの事例、あとアメリカの事例をまとめています。 

 まずは最初、イギリスの事例ですが、イギリスについては２００７年の洪水があったこ

とを踏まえて、５７ページの左側にあります洪水からのいろいろな流れと、あと右側のほ

うにあります気候変動法を踏まえた国家適応プログラム等々を踏まえた形での流れと２つ

ありまして、この中で気候変動適応策というものをやっているところです。具体的には、

下にありますような、この答申でまとめました施設による適応策なり地域と一体となった

適応策なり危機管理といったもの、全体を取りまとめているところで、具体的なものとし

て幾つか事例を次のページ以降示しています。 

 ５８ページが気候変動を考慮した感度分析の実施ということで、政府が洪水防御に関す
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る予算の申請を行う場合には、ここにありますような気候変動係数というような考え方を

もとにして、それについての感度分析を実施してその予算の実効性について検討するとい

うのを義務づけているようなものがあると聞いています。 

 次のページが洪水抑止効果を要する民間施設の活用ということで、民間施設で浸水被害

を軽減するような効果のあるものについて、それの改変等々について法的拘束力を持って

その施設を指定するというようなものでございます。法律としては、洪水・水管理法に基

づいてできるようになっているところですけれども、まだまだ実際の所有者等々の話があ

り、事例についてはまだなかなかできていないという話は聞いていますが、制度はできて

いるということです。 

 土地利用規制・誘導が６０ページにありますが、右下にありますような年超過確率ごと

の洪水マップをつくり、１／１０００以上については全ての土地利用が可能でございます

けれども、１／１００から１／１,０００の間については、脆弱性の高い施設については例

外テストを通過したものしか開発ができないというような制限があり、１／１００以上に

ついては、脆弱性の高い施設については基本的には開発不可だというような取り組みをし

ていると聞いてございます。 

 ６１ページにつきましては、インフラ整備に伴う被害の軽減策ということで、大きなイ

ンフラ整備をするに当たって洪水リスクの評価書を作成するというようなことを義務づけ

てやっているということです。 

 次に６２ページからがオランダの事例ですが、オランダについても、右側のデルタ委員

会及びデルタ法、デルタプランといった流れと、あと真ん中にあります国家の気候変動適

応策等々の流れと２つありまして、その流れの中で気候変動への適応策を実施していると

ころです。 

 ６３ページがデルタプログラムによる施設整備の充実ということで、左側、第二次洪水

防御プログラムですが、一番下にあります洪水防御基準というのを決めまして、その基準

を満足していない堤防について、上にありますような８９事業、３６６.２㎞の堤防延長に

ついてかさ上げ・強化を実施しているということで２０１７年までに完了するように堤防

の強化をやっています。右側が河川空間拡張プロジェクトということで、ライン川流域で

以前の１万５,０００㎥／ｓを１万６,０００㎥／ｓ安全に流下させるということで、河川

空間を拡大、いわゆる分水路といったものをつくって河川空間を広げて、その中で豊かな

河川環境もつくりながら流量の増大に対応していこうというようなこともやっています。 
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 あと６４ページにつきましては、オランダにおける多重防御の考え方の導入ということ

で、基本的には一番下の予防策で、今言いましたようなデルタプログラムで洪水をハード

施設で守っていこうという対策を実施していますが、これに加えて、上の被害軽減策とか

危機管理策といったものをあわせて、多重防御のアプローチということで２０１５年策定

予定の国家水計画等々に位置づけていこうというような考え方を今導入しようということ

で検討されていると聞いています。 

 最後、アメリカでの気候変動適応策ですが、アメリカにつきましては、２００９年の大

統領令であるとか２０１３年の大統領令を踏まえて、いわゆるタスクフォースを設置した

り、気候変動に備えたレジリエンスに関する委員会ということで、今それらについての検

討を実施しているというような状況です。具体的には、次の６７ページ以降ですけれども、

海面水位の変化について工兵隊のほうで土木事業の計画・設計等々を行うためのガイドラ

インを今つくっているというような状況でございますとか、６７ページについては工兵隊

による適応策のパイロット調査ということで、左にアメリカの地図がありますが、こうい

う具体の事例を対象に、今後の適応策の戦略等々を策定するに当たってのパイロット調査

を今実施し始めているような状況です。 

 ６８ページは、土地利用規制の話ですが、基本的には１／５００の氾濫原には重要施設

の建設、特に連邦予算が投じられるような場合は、ほかの代替案についての被害想定をす

るというようなガイドラインがあるとか、州によっては１／５００の氾濫原の中では重要

施設を整備しないというようなことを決めているところもあると聞いてございます。あわ

せまして６９ページ、最後ですけれども、米国の水害保険につきましては、制度改正が２

０１２年に行われまして、気候変動の影響を考慮するための改革を行うということで、下

にあります２点のようなことを行うということが決められて、これからそれらについて実

際に動いていくというような状況を聞いています。 

 すみません、大分遅れましたけれども、以上です。 

【委員長】  ありがとうございました。ただいまの水災害分野における最近の主な動向

等をご紹介いただきましたが、今日は初めての会議ですので、自由なご意見をいただきた

いと思います。たくさんの委員がいますので、ご意見のある方はこの名札を立ててくださ

い。○○委員からお願いします。 

【委員】  すみません、全体の方針に関してもう一度ちょっとお伺いしておきたいんで

すが、中間答申というのが出ましたよね。今回きっかけとして、例えばＩＰＣＣのＡＲ５
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があったりとか、それから閣議決定適用に関するゴールみたいなものもあったりとかとい

う中で、もともとそれ以外として国交省としてこう行きたかったというベースがきっとあ

ると思うんですけれども、そこのところをもう少しお話しいただきたいということと、そ

れからその関連なんですけれども、中間答申の位置づけみたいなところ、この中間答申の

中で、先ほど○○先生がおっしゃった新しい視点の部分も必要だということも出てくると

思いますし、それから、より具体的にここから進めたいと思われているところ、例えば今、

最近の動向の中で適応に関連して大事なところというのがピックアップされるかもしれま

せんし、とか、どのあたりをゴールとしてこの会議で議論をしたらいいのかというところ

を、もう少しコメントあるいは思いみたいなところがありましたらお教えいただければと

思います。 

【委員長】  それでは事務局、お願いします。 

【事務局】  あまり事務局のほうで方向的なものを言うのはあれかなと思って今回説明

を省いたんですが、資料２の１３ページ、一番最後のページの真ん中のところ、「新たな課

題等（例示）」という欄があります。今、事務局のほうで考えている、この前の答申以降新

たな課題としてこんなものがあるのではないかというのを例示で出しております。別にこ

れでやるということではなくて、こんなものを考えておりますので先生方のご意見を伺い

たいということですけれども、ここにありますように、まずは、これまでは特に大きな洪

水ばっかりの話をしていたと思うんですけれども、大きな洪水だけではなくて、やはり今

の施設を上回る洪水が頻繁に起こっているような状況ですし、あと渇水についても同じよ

うな状況だと思いますので、その現状の施設規模を上回るような水災害についてどういう

対応をしなきゃいけないかというのをやりたいであるとか、あと流域での対応も、これは

書いてあるんですけれども、なかなか進んでいないというような状況があると思います。

その辺についてどうやって進めていくかというような話を考えたいと思っていますし、あ

と危機管理対応についても、特に大震災以降いろいろ新しい動きもありますので、その辺

も踏まえた形での対応を進めていきたいという、３点ぐらいがメインのテーマかなと思っ

ています。 

【委員】  わかりました。ありがとうございます。 

【委員長】  よろしいですか。先ほど○○委員も同じような視点を含めておっしゃって

いましたが、どこを今回はとりわけ気にしているのかについて、ご意見をいただきました。

前の検討の段階で考えたことに加えて、この５年間のうちにどういうことが、国土交通行
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政の水災害防止に対して考えて来たのか、次回へ向けて今のご意見を受けて、委員会で議

論するための、素案を出していただきたい。 

 それではほかにどうぞ。では○○委員、次に○○委員、そして○○委員と挙がっていま

すので、順番にお願いします。 

【委員】  ○○でございます。初めて口を開かせていただくことになりますが、どうぞ

よろしくお願いいたします。 

 資料２の１３ページ目の「新たな課題等（例示）」の中央にある「流域での対応について」

の最後に、「洪水、内水、高潮氾濫により深刻な浸水被害が懸念される地下街・地下鉄等に

おける対応についての検討」について書かれています。私は、東京を対象にして、これに

関わる研究をこれまで１０年かけて進めて参りました。東京では、関連する重要な情報と

して、内水氾濫ハザードマップというものがつくられているのはご存じのとおりですが、

最近は区などの自治体や民間会社がこれを頼りにいろいろな対策を考え始めています。し

かし、つくられてからすでに１０年が経過しており、当時としては画期的なものであった

のは確かですが、今となっては精度に問題があって、過大評価になっているところが目立

ちます。また、そもそも空間的な分解能が低いために、これに基づいて検討するのが本当

によいのかという疑問もあります。たとえば、地下街の浸水被害軽減を図ろうとする取り

組みが進められていますが、望ましくない影響も出ているように思います。ハザードマッ

プは、公的に示される情報ですので、信頼に足るものでなければなりません。そろそろ最

新の研究成果を踏まえて、しっかりと見直すべき時期に来ていると考えます。東京などの

大都市圏において、豪雨により発生する浸水の問題は、都市河川の問題でもあり、下水道

の問題です。その一方で、都市整備のあり方の問題でもあります。担当する分野をまたが

っているためになかなか難しい問題であると思います。気候が変動する中で都市の内水氾

濫さらには地下浸水とどう向き合っていくのか、今後どう考えるべきか、というご意見を

申し上げるために、この会に加わっていると認識しています。次回以降になるのかと思い

ますが、ご意見を申し上げていきたいと考えております。コメントとして申し上げました。

質問ではございません。以上でございます。 

【委員長】  ありがとうございます。 

 それでは○○委員。 

【委員】  ○○先生がちょっとおっしゃったんですが、これは中間ではなくて大臣への

答申なのですね。 



 -24-

【委員】  ああ、すみません。 

【委員】  ２００８年にこの答申が出て、具体的なことが６項目挙がっていたと思うん

ですが、それが現在どういう状況にあるかというレビューをぜひまずお願いしたいと思い

ます。一つは政権がかわっていたという問題があるので、このバイアスはちょっと除かな

いといけないかと思いますけれども、例えばここで挙げられていたモニタリングをやって

おられるのではないかと思いますけれども、この課題はこういう試みをして現在こういう

状況にある、あるいはどこがうまくいっていないというようなところをぜひレビューをお

願いしたい。それがないと、この新たなことをまた振り出しから考えなければいけなくな

ります。2008 年の答申に向けてはかなりいろいろな議論をしたように思いますので、それ

をぜひお願いしたいと思います。 

 そのときと現在とでは、２つの側面で状況が違っております。答申がでたときは、一つ

目は、当時は基本方針がまだ全部はそろっておりませんでした。基本方針の策定中という

縛りがあって、まず１０９河川全部の基本方針をつくることが大事ということで、私も基

本方針の小委員会で随分気候変動の問題というのを何度か申し上げましたが、基本方針策

定を優先して気候変動の問題は避けて通ったんです。現在はすべて揃っておりますので、

気候変動の問題をどう考えるのかということをしっかり議論するタイミングだろうと思い

ます。 

 それからもう１つは、先ほどもちょっとご紹介がありましたが、３.１１を我々は経験し

て、レベル１とかレベル２という考え方を持つようになりました。施設だけで対応できな

い事態が起こりうるということも、防災に対して明確に持つようになったわけです。この

点は、答申策定時と大きく違う点だと思っています。その中で新たにつくるということは

大事なことで、それと、先ほどレビューを踏まえて考える素材をぜひいただきたいと思い

ます。それが１点目でございます。 

 ２点目は、資料の１３ページに例示と書いてありますけれども、計画規模を上回る外力

の発生頻度が増大することを踏まえたという中で、河川の計画論そのものがほんとうにこ

のままでいいのかという議論が必要になってくるのではないかと思います。基本方針をつ

くるという段階にあっては、その議論はできなかったと先ほど申し上げましたが、変化す

る外力ということを今我々はもう感じているわけです。数値モデルでも示されています。

これを踏まえたときに、河川の計画論というのはこれでいいのかという議論も必要ではな

いかと思います。 
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 それから３点目は、２０００年にミレニアム・デベロップメント・ゴールズ(MDGs)とい

うのを国連で定めて取り組んできており、来年、２０１５年には、その次のゴールを議論

するとことになっております。その主要な柱は、２０１２年のリオ＋２０のときに持続可

能な開発目標(SDGS)という形で今議論が進んでおります。MDGs と SDGs とでは何が違うか

というのは、MDGs が基本的に途上国の問題であったのに対して、SDGs は先進国にもかかわ

る問題という点です。持続可能な社会を先進国の中でつくっていくときに、この気候の変

化に対する適応というのは、私は非常に切っても切れない関係があるのではないかと思っ

ています。そういう視点に立った適応策の考え方の基本的なところも、この中で議論して

いく必要があるというふうに思います。 

 以上です。 

【委員長】  ありがとうございました。最初の、ここが違うよというのはまさにそうで

して、ありがとうございました。整理いただきました。 

 それでは、○○委員、お願いします。 

【委員】  ありがとうございます。まず本日の資料３の後ろのほうに諸外国の例として

土地利用規制というのが大分並んでいます。私はそれは一つの方向だと思うんですが、自

然災害は何も水害だけではなくて、地震もあれば火山もある、津波もある、そうしたとき

に、果たして日本の国土でいつごろの人口になれば比較的安全なところに住むだけで賄え

るのか、あるいは、そうなってもこのぐらいの地域は若干水害には危険だけれども、そこ

はハードで守って我々が快適に住めるようにしなきゃいけないのかといったことを、誰が

やるのかわからないですが、検討しない限りは、こういう諸外国の、なかなか日本のよう

に自然災害の多い国では生きてこないんじゃないか。ぜひそういうことを検討していただ

きたいと思います。 

 それから、タイの洪水やハリケーン・サンディのご紹介がありましたが、やはりこれら

の災害は単に規模が大きかったというだけではなくて、直接被害に加えて間接被害あるい

は機会費用、その水害がなければ通常どおりオペレーションしていれば生産できた富が２

日、３日、あるいは１週間、２カ月失われた。それによる被害というのが直接被害に相当

するくらい大きかったというのがやはり大きな教訓ではないか。最近の日本を見ると、ソ

フト的な対応ということで、大きな台風が来る、あるいは大雪が想定されると交通機関が

あらかじめもう少しスローダウンする。それがいい対応のようにも思えますけれども、逆

に言うと、既に我々はそれによって損害をこうむるわけです。同じようなことが、例えば、
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じゃあ台風が来るからもう学校休みましょう、会社休みましょうということでやらなきゃ

いけないようになったときに、果たして日本の経済がそれでいいのかといったこともぜひ

検討して、やはりこのぐらいは守らないと我々の富は守れないんだということを示すべき

ではないかと思います。 

 それから、ＡＲ４からＡＲ５という話がありましたが、ＩＰＣＣについてはその間、２

０１１年に極端現象に関する特別報告書というのが出ております。これがおそらく第４次

報告書、第５次報告書をつなぐものとして非常に重要でして、何が特徴かといいますと、

気候変動のコミュニティに対して防災のコミュニティも加わってこの特別報告書はつくら

れています。したがって、被害、特に自然災害にかかわるところに関しては、このＳＲＥ

Ｘという特別報告書の道筋が第５次報告書にも、特に第２作業部会はまだ公表されていま

せんが、引き継がれているものと考えられます。つまり、第４次報告書ではそれまで緩和

一辺倒だったのに対して適応策が加わった、車の両輪になった。その後に特別報告書で、

気候変動対策というのは気候変動対策だけやればいいわけではなくて、自然災害の対策と

シナジーをとりなさい、ディザスター・リスク・マネジメントとクライメート・チェンジ・

アダプテーションはシナジーをとりなさいというのが大々的に出ました。下世話な話をし

ますと、防災対策をやっている官庁と各国の環境対策をやっている官庁は違いますねとい

ったことまで書いてあります。なので、そこをやはり打破しなさいと。で、日本はそれを

受けて、やはり今回も国家レベルの統合的な適応策の立案に向けて動き出したのは、それ

がやはり一つプッシュされて、それに呼応している。ただし、一番最初の○○先生のご質

問に関係しますが、ＩＰＣＣ自体はノー・バインディングですので、特にコミットメント

があるわけじゃない。ＵＮＦＣＣＣに対して科学的知見を提供するだけですので、そもそ

もＩＰＣＣはどうしろこうしろというのは言わなくて、このぐらいの科学的知見ですよと。

例えば、もしこのぐらいの温度上昇に抑えたかったらこのぐらいの排出量にしなきゃいけ

ないですね。あるいはこのぐらい温度が上がるときにはこんなふうな被害になっているで

しょうというのを示しているだけで、どうしろこうしろとは言っていないのですが、おそ

らく第５次報告書では、ただし、じゃあ何のために温暖化を研究してそれをとめようとす

るのかというと、やはり○○先生がおっしゃったサステイナブル・デベロップメントのた

めだろう、持続可能な社会をつくるために我々は気候変動の対策をとるんだ。それはもち

ろん緩和もあるし適応もあるというふうな方向になっていて、逆に言うと、今までは地球

環境問題というと、やはり温暖化一辺倒だったのが、温暖化だけじゃなくていろいろな問
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題もありますねというのが徐々に世界的にもなり始めているものの芽が多分第５次報告書

に出ますし、○○先生がおっしゃったポストＭＤＧｓの話の中でも出てくる。そういうも

のを見据えて、今後の河川、治水対策も、温暖化だけを見るんじゃなくて、やはり日本が

幸せに豊かに暮らすためには何を今後しなきゃいけないのかというのを多分２１００年ぐ

らいのタイムラインで、このころは人口はまだまだいるし、でもお金はないしどうするの

だといったことを考えながら将来を見据えるというのが非常に重要なんじゃないかという

ふうに思います。 

 以上です。 

【委員長】  ありがとうございました。 

 それでは、○○委員、お願いします。 

【委員】  前回のこの小委員会があって、それで、この小委員会を再開したということ

ですので、再開して新たに何をしたいのか、何ができるのかということを２点お話したい

と思いますけれども、まず１点は、今回伺っているのは、まず最終的に閣議決定をすると

いうことを伺っているので、前回まだ河川局でしたっけ、でやっている少なくとも国土交

通省内のレポートをまとめたという意味だと思いますけれども、今回は閣議決定ですから、

国としての位置づけができるということだと思います。そうであるとすると、先ほどから

出ている３.１１を境にしてＬ１、Ｌ２という考え方が出てきて、それで防災と減災で、こ

れは津波のことですけれども、津波以外の自然災害、災害全般に関して完全に防災をする、

防護をするというものと、それからリスク管理をやっていくというものの組み合わせでや

りましょうというのが明確化されたのだと思います。そういう考え方が明確化された中で、

地球温暖化が起こったときにどのように適応していくのかということを方向性として目標

を決めるということが大事ではないか。その防災というのも、先ほど出ましたけれども、

地球温暖化の沿岸影響ということを考えると、それに対する適応策って、前から○○先生

などと話をしていますが、防護もあるけれども順応的な適応というのもあるし、要は一言

で言えば高床式の家を建てるというような意味の順応もあるし、最後に撤退というのもあ

るし、いろいろなことがあるので、防災と減災の組み合わせといっても地方によって組み

合わせの仕方って相当違ってくる可能性があるし、そうしたほうがいいのだと思います。

そんなことも含めて、この地球温暖化に対してどういう目標を持って取り組んでいくのか

というのを明確にすると、閣議決定という国レベルの決定にふさわしいようなインプット

ができるのではないかというのが１点です。 
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 それでもう１点は、実際にこれを実施するということになると、水害といっても、洪水

であったり津波であったり高潮であったり地震であったりと、それぞれ別個ということに

なると思いますけれども、それぞれの個別的な課題について特に今回新たなという視点で

言うと、時間スケールを入れるということが大事ではないか。影響がどのくらいの時間ス

ケールで出るかというのは、まあ大体ＩＰＣＣ等々でやっていますので、多分それを援用

すればいいのだと思いますけれども、適応策にも適応するためには時間がかかりますので、

これも時間スケールというのを持っているのだと思います。例えば海面上昇が徐々に起こ

ったとして、ある日気がついてみたら海面がすごく上がっていて、全国の堤防を上げなき

ゃいけない、これを１年間でやるわけにはとてもできないという間に合わないということ

がありますので、適応策にも時間スケールがあるから、時間スケールを考えながら、前回

のレポートにも順応的にやっていくということがありましたけれども、それと比較的似た

概念だと思いますが、そのプロセスを考えていくということが大事で、それで私が特にそ

の中で大事だと思うのは、そこで第一歩何をするかということをできる限り明確にしてい

くということが大事ではないか。前回も進めようと思って順応的管理とか、それから高潮

で言いますと、図にも使っていただきましたけれども、維持更新をしながらだんだん上げ

ていきましょうというようなことも意見を述べさせていただいて、それを取り入れていた

だいたわけですが、それは順々に適応していきたいというほんとうに本来の趣旨というこ

とと同時に、それであれば第一歩が踏み出せるのではないかという思いが若干ありまして、

そういうお話をしました。今回、やはり５年たっていよいよ切迫感が出てきたところで、

何だったら手がつけられるのかというあたりも議論できるといいなというふうに思います。 

 以上です。 

【委員長】  ありがとうございました。ただいままでの○○委員、○○委員、○○委員

のお話は、いずれもこの委員会での狙いをどこに置くのということも含めていろいろな面

から言っていただきました。ここまでのことで答えておくことはありますか。 

【事務局】  おっしゃるとおりだと思っていますので、その辺についてぜひ議論してい

きたいと思っています。特に次回には課題なり方向性のたたき台をつくれということだと

思っていますので、先生方からお伺いしたご意見を踏まえて資料をまとめて、議論のたた

き台をつくっていきたいと思っています。 

【委員長】  それでは、○○委員、そして○○委員、そして○○委員へいきたいと思い

ます。 
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【委員】  ありがとうございます。先ほどから出ている防災の分野でこの気候変動を考

えたとき、最も欠如しているのが海面水位上昇の問題だと思います。例えば、東日本大震

災の被災地の復興計画を考えたときに、例えば津波防潮堤の高さの設定とか、地盤沈下地

域のかさ上げ高さの規定とか、あるいは防災集団移転でどこまで移転するか、あるいは今

回、まさに想定外と言われる津波浸水区域だったのは、ほとんどあれは河川を遡上したエ

リアなんですね。河川を津波が遡上して堤防から溢水して、全く考えてもみなかったとこ

ろで津波被害が出た。そういうところの復旧あるいは復興あるいはまちづくりの計画ある

いは事業をやっていくときに、この気候変動にかかわる海面水位上昇という指数は全く入

っていないというふうに思います。ただ、それを入れたから実際に何メートル高くしなき

ゃいけないとか、それで事業がどう変わるかわかりませんけれども、少なくともそういっ

た物の考え方というのは全くないというのが実際だと思います。 

 それと同時に、例えば我々の立場からすると、このＩＰＣＣの提言というかこれが、ど

れぐらい科学的に確からしいのか、ほんとうにこれをどこまで反映してもいいのか、ある

いはするべきなのかの見極めというのがとても重要になってくると思うのですけれども、

これを見る限り温暖化を疑う余地がないと。例えば４種類のＲＣＰシナリオでは最大これ

ぐらいの海面水位上昇というシナリオが書けるということを前提にするのであれば、やは

り少なくとも被災地の復興というのは、計画はできていますが、ご存じのとおり、まだほ

とんど何も事業が進んでいませんので、そういうものをもう一度織り込むというチャンス

があるのであれば、考えていくことも必要なのではないかというふうに思います。 

 それともう１点は、次の大きな災害に備えて、今の時点で、例えば事前に集団移転をし

ようとか、そういった事前のまちづくりが、現に、例えば静岡の沼津とか進みつつあると

ころもあります。それから、被災地だけではなく、もう現段階でも明らかに地盤の低いと

ころに極めて高度に人とあらゆる物が集積しているという土地の使われ方をしている日本

において、土地利用というのは、日本人は目の前に迫っていない危機に時間をかけて対応

するというのはとても苦手なので、まちづくりとか非常に下手なんですけれども、まさに

時間がかかるのであればなおのこと、防災だけで、南海トラフとか１,０００年に一度、レ

ベル２だけで考えていた防災まちづくりの中にこの気候変動の海面水位上昇というのをぜ

ひ織り込んで、両輪で進めていくということをやっていく必要があるというふうに強く思

っています。 

 以上です。 
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【委員長】  ありがとうございました。 

 では、○○委員、お願いします。 

【委員】  ほかの先生のご意見と少し重なる部分もあるかと思いますし、私はご存じの

とおり水のことにはまるっきりの素人でございますので、ちょっとピントの外れたことも

言うかもしれませんが、委員長が好きなように言えとおっしゃっていただきましたので。 

 まず第一に、前回初めてここに出させていただきまして、我々気候の者が、これからは

強い雨が増えたり洪水に気をつけなくちゃいけませんよと言ってＡＲ４、第４次報告書が

出て、わりと直ちに国交省の方がいわゆる適応策の方針のような答申をおつくりになった

ので大変感動いたしまして、あちこちで講演のたんびに、国交省のようにほかの役所も適

応策の対応をしなくちゃいけないんだというふうに言っていたんですが、その答申に対し

て何がどういうふうに行われたのか、○○先生もおっしゃっていましたが、わかるともっ

といいかなと。次のときには、その結果こういうことが変わりましたというのが言えてい

いかなと。おそらく何もないということはないと思うんですが。で、それをちょっと敷衍

いたしますと、だから今回、それに対してどういう施策をとって、それを新しい知見に照

らして具合が悪くなったからどこをどういうふうに変えようとするのかがわかれば、今回

の目的ももう少し私にとってはわかりやすくなります。 

 もう少しそれを敷衍いたしますと、このたぐいの役所の答申とか何かが、役所の答申じ

ゃなくて委員会が答申するんだと思うんですけれども、そのたぐいが出ると、ああよかっ

た、やっとできたぜみたいな感じで、わりとほっとして、国民も、ああなるほど、役所も

いろいろ考えているんだなと、そのときはそう思うかもしれないけれども、しばらくする

とみんな忘れちゃうわけですよね。それで、そのとおりになったかどうか誰もよくわから

ない、委員の一人ですらあまりよくわからないままに物事が進むというのは、やはりあま

りよろしくないかと思いますので、やはり実効を図りアトラクティブにやるとこの間決め

たわけですから、実効を図りながらこれからも進めていただくというのを心がけていただ

くと国土交通省の人気ももっと上がるのではないかなというふうに思います。 

 それから２番目は、先ほど法律のことをおっしゃった方もいらっしゃったり、あるいは

ＩＰＣＣにどれぐらい従わなくてはいけないんだみたいな、ちょっと言い方は違うかもし

れませんが、そんなようなご発言があって、ＩＰＣＣは別に従ったり従わなかったりする

ようなものではないわけですが、そう思ったんですが、イギリスの例を見たときに、イギ

リスでは気候変動法でしたっけ、法律がどんとできて、役所はそれに従っていろいろなこ
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とをやるという形になっていて、それはそれで一つのやり方かな、それがいいかどうかは

わかりません。ただ、国交省のこの委員会の役所の方が、そういうやり方のほうがほんと

うはいいと思っていらっしゃるのかどうか、僕は知りたいなと。環境省が来年、再来年で

したっけ、閣議決定に向けて頑張っておられて、この会議もそれに合わせて国交省がきち

っと対応しているという体制をとるためにというのも一つの理由ではないかなと思うんで

すけれども、閣議が決定してもそのメンバーが変わっちゃったら忘れられたりする、まあ

それはちょっとあれかもしれませんが、とにかく法律をもうつくっちゃったんだから、い

やが上にも各方面でそれに対応しなくちゃいけないような部分が出てきて、まるっきりの

素人ですが、ある程度やりやすいんじゃないかなと思う反面、ちょっと妙な法律をつくっ

ちゃた場合には、それがちょっと足かせみたいなことになって、それに対応してさえいれ

ばやったことになるからいいやみたいなことになっても困ると思うし、その辺の、トップ

ダウンのやり方について、ちょっとこの委員会の趣旨と違うかもしれませんが、役所の方

がどんなふうに考えておられるのかなと。国交省だけでそういう気候変動法はつくれない

とは思うんですけれども、もしそのほうがいいというお考えが少しでもあるなら、そっち

のほうに動いたりするのかなというのを個人的に少し知りたいなというふうに思いました。 

 それから最後に、ちょっと見方が違うのかもしれませんが、委員の方がたくさん並んで

おられて、役所の方もたくさん並んでおられるんですが、ＩＰＣＣのＡＲ４でしたっけが

出て、外力と皆さんがおっしゃる雨の変化について、より確からしくなって、より新しい

証拠も出てきて、それに対して何かを、水の施策をこうしようというのを決める場のわり

には、そのＡＲ４から５の間に、気象庁の方のシミュレーションの予測なんかもかなり確

実に精度が上がってきていると私は認識しておりますので、そのあたりの情報がこの委員

会にも十分入るようになる、まあ、委員を入れるというのは、ちょっと僕は素人だからそ

ういうふうに言っていいのかどうかわかりませんが、ぜひともその知見を十分に活用して

いただくようにお願いしたいというふうに思います。 

 以上です。 

【委員長】  委員会としては、必要な方をここにお呼びしてご意見をいただくこともで

きますので、またその辺も考えさせていただきます。まずは○○委員に専門家として次回

お話をお伺いしたいと思っていますので、それも含めてよろしくお願いしたいと思います。 

【委員】  頼りないですが。 

【委員長】  ありがとうございます。 



 -32-

 それじゃあ○○委員。 

【委員】  今ちょっと前回の答申をざっと見ていまして、論点としてはかなりもう出て

いるわけですよね。だから、かなりの部分、既に、新しい観点も含めてなんですけれども、

実行にどうやって移していくのかみたいなところが課題なのかなというふうには思って、

何かよくできているので、さらにそんな深掘りして議論することってあるのかなとちょっ

と思いましたが、というふうにちょっと感想を持ちました。 

 それで、まあいろいろお話聞いているうちに若干悩むところもないでもないですが、一

つ申し上げたいのは、既にほかの委員からも出ていますけれども、やはり何といっても島

国なので、海岸の話あるいは海面上昇の話が出てきていますけれども、国土保全という観

点から海関係をどうやって扱うのかというのがやはり一大テーマだと思います。それで、

この局のつくりからいうと、いろいろな部局があって、先ほどの今後の進行プランもあり

ましたけれども、結局、各部局の施策をバンドルしているんですよね、この文章もそうで

すよね。だから、そこがいまひとつで、優先順位というのですか、局として何を一番重点

を置いていくのかというのは、今回は少し進めないと、総花的にやってもなあという感じ

がするところでありまして、ですから、高潮やら津波やら、それから国土保全という観点

からしてどういうふうにやっていくのかというのを文章の構成としても立体的に書いてい

ただくということが１つの目標ではないかなというふうに思っています。 

 それから２点目は、土地利用との関係というのはやはり非常に大きな問題で、これも昔

から言われている論点ですけれども、本気でやろうと思うと、都市局と絡めて、あるいは

建築関係とも絡めてやっていかないとしょうがないわけですよね。だけど、ここにそうい

う部局は入っていないわけでして、この限界をずっと感じておりまして、河川は一生懸命

言っているんですけれども、河川って言っちゃいけないですね、水局のほうは一生懸命言

っているんですけれども、そこが何かしみ出せないと、いまひとつ、流域対策といっても

何かちまちました話がぽつぽつと出てきているだけでして、いつまで言っているのか、い

つ実行するのかという感じがしまして、洪水危険評価の話などのご紹介もありましたけれ

ども、そういうようなことを少し実現するというところで、文章は地味になるかもしれな

いのですが、そういうことをぜひ力を傾倒してやっていただけるといいなと思います。 

 それから資料３のほうで、３点目ですが、外国のご紹介がありまして、私はこういう紹

介の仕方はあまり好きじゃないんですけれども、好きじゃないというか、どういうつもり

なのかと思って、諸外国といってもイギリスとオランダとアメリカですよね。それで、前
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の答申では何かいろいろな各国のアジアも含めて、あんまりいろいろ出したからといって

意味があるわけじゃないと思うんですけれども、例えば、イギリスとかオランダ、ヨーロ

ッパの場合ですと、やはり日本と全く気候の条件が違っていて、おいしいところ取りする

のは悪いことではないかもしれませんが、前提条件が全く違っているという中で、私もヨ

ーロッパへ留学しているときに、ちょうどあの洪水がありまして、何か結構、２０日ぐら

い、一月弱ぐらいずっと全体が洪水だったんですけれども、何でもなくて、どどっと来た

りしないんです、静かな洪水で。建物は水に浸っているんですけれども、まあそれだけな

んですよね。そのうち引いていくという話で、もちろん生活は不便になるわけなんですが。

そんなこともあって、ヨーロッパの制度を参考にするのであれば、やはりその前提条件も

ちゃんと明らかにしていただいて、我が国の自然条件との違いのことも踏まえた上で、こ

の施策がしかしながら有用性があるので使えるんじゃないかというふうに厳密にご提案を

いただくということが少なくとも必要ではないかなと思います。 

 それから、ヨーロッパでいきますと、法制度という点から言うと一番近いのはドイツな

んですよね。ちょっと川は全然違うということになりますけれども、法制度になじむのは

ドイツでして、ドイツが抜けていて、あとフランスの場合は中央集権ですから、中央集権

だけれども流域対策が必要みたいなところで、地方分権的な要素をどう入れるかというの

はあそこの悩みでもあって、我が国に共通するところもあると思うんですけれども、ほん

とうは少し揺り戻しがあったりして、ドイツとフランスが抜けているのはなぜだろうかと

いうのはやっぱり素朴に思うところでございまして、少し外国の仕組みを紹介するのであ

れば、そこまで言っていただかないとあまり意味がないんじゃないかなというふうに素朴

に思ったところですので、今後よろしくお願いしたいと思います。 

 以上です。 

【委員長】  ありがとうございました。実行可能性、まさにそうです。今回はそういう

ことを考えてしっかりやらなきゃならないなと私も思います。ありがとうございます。 

 それじゃ、まず○○委員、そして○○委員で、それから○○委員、皆さん手を挙げてい

ますので、比較的簡単に、そろそろ時間も近づいていますので。 

【委員】  はい、簡単に３点。 

 フライングぎみに海面上昇の話をしちゃったんですけれども、ぜひ海面上昇については

しっかり新たな課題として入れていただきたい。これについて関連のことを言いますと、

日本国において海面上昇の測定は、僕の印象ですので間違ったらごめんなさい、あまりし
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っかり行われていないんじゃないかという私は印象を持っています。アメリカのＮＯＡＡ

あたりのデータを見たり行動を見ていると、大丈夫なのかと、測定点をしっかり選んでい

るのかと、とっても心配です。だから、それまで含めて海面上昇をチェックして、それに

ついて適応策として扱っていく責任はどこにあるのかあたりを、次、ぜひお聞かせくださ

い。 

 それから、先ほどからこういう計画、答申の将来に向けての時間感覚の話が出ているん

ですけれども、とてもいい例ですので、先ほどのハンセンは２１００年に海面が５メート

ル上がるという論文を書いているんですよ。とってもおもしろい論文ですけれども、ハン

センの言うことはナンセンスだと言う人もいっぱいいて、でも僕はきっちりしっかり全部

読んだんですね。そうすると、何を言っているかというと、今現在はまだわからないけれ

ども、あと５年、１０年すると今の海面上昇がはっきりした指数関数増加かどうかわかる

ようになる。そのときに倍増期間が１０年ぐらいだったら５メートルいっちゃうという、

それ自体はすっきりした話をしているんですね。何が言いたいかというと、今はまだ海面

上昇についても何にしてもくっきりしたことは言えないですけれども、多分２０年ぐらい

したらくっきりするかもしれないじゃないですか。だから、計画でいろいろなポイント、

課題を挙げるとして、海面上昇その他重大なことについては５０年先にしたらもう間に合

わないかもしれないんだけれども、あと２０年なり３０年なり、ステップを決めてそのと

きに大幅に見直すぞ、だから、今はっきりしていないことについては、はっきりしてない

から捨てるんじゃなくて、検討するけれども、具体的な政策にはしていかなくていいとい

うような幅があっていいと思うんですね。 

 ３番目は、国交省の市民のリテラシーに対する責任意識というか、やらなきゃという意

識がないことです。この間、政治の激変もあり、さらになくなってしまって、今、温暖化

の適応策なんて市民に言ったって何も知らないですよ。河川の広報が出ないんですから。

河川のほうでチラシが出せない。地方整備局あるいは個々の事務所が温暖化啓発のために

小冊子を出そう、チラシを出そうというと止まるんですね。なぜ止まるのか僕はわかりま

せんけれども。５年前に比べると恐ろしい止まり方です。僕は、国交省は市民を味方にす

る、温暖化適応策について市民を味方にして前へ行かなければいけない。一番重要なのは、

温暖化が２１００年にどうなるかは、これは賭じゃないんですね。賭じゃなくて、いろい

ろな科学事実が示して、その保険を皆さん掛けますか、掛けませんか、それだけなんです

よ。市民が保険を掛けたくなければ、あなたは９９％がんになるといったって保険掛けな
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くたっていいでしょう。実はそういう事態にここ数年なっちゃったんじゃないか。国交省、

どうして逃げちゃったんですか。もっと広報をちゃんとやりましょう、子供に対しても市

民に関しても。非難されないような広報の仕方はいくらでもある。広報予算をちゃんとつ

けましょう。 

 で、一番いい切り口は、僕はハザードマップだと思っています。ハザードマップ、今出

ているのは市民が見ても何もわからない。ハザードマップをしっかり活用できるためには、

ハザードマップが読めて活用できる、プロの市民を育てなきゃいけないし、やることはい

くらでもあります。 

 で、最後のポイントですけれども、この間、委員会に出たときに、実は環境省その他が

低炭素社会というキャッチをつくって、これをやられると。河川局はこれに対応するキャ

ッチコピーをつくろうよとなったんですけれども、なかなかうまくいかないで、水災害適

応型社会というちょっと長ったらしいものになったんですね。この間、低炭素社会ばかり

走った原因の１つは、国交省がキャッチコピーを持てなかったこと。水・国土のキャッチ

コピーを持って市民啓発をやる、いや、市民のリテラシーをしっかり支えるという決意を

持たなかった。ここ数年間、国交省の広報がどれだけ劣化してしまったか。ほんとうに心

配です。この状態で次に突っ込んでも、全体の中で重要な仕事はできない。国民、市民を

大量に味方にしながら、水・国土すごい仕事やってるな、保険掛けたほうがいいなと思っ

てもらえるような、ぜひ広報戦略もこの中に入れていただきたいと思います。 

【委員長】  ありがとうございます。 

 それでは○○先生、お願いします。 

【委員】  今回委員に加わりまして、改めて平成２０年にできた報告書がしっかりまと

められているということが確認できました。資料２の１３ページのところで、最終的に一

番下のところに今後さらに取り組むべき適応策というのが示されていますが、前回は６項

目挙げたものが、今回はこの４項目で案として出ています。これは、例えば水資源部のほ

うでいわゆる河川や渇水の話をされるし、また別なところで別の項目の検討をやられるの

で、要は、この委員会では治水中心の議論をやるんだという形で書かれているのかどうか

を確認したいと思います。言いかえると、ここの委員会での議論は治水中心なんだけれど

も、最終的に取りまとめる際には、水資源、水環境の話だとか、国土あるいは生態系を含

めた形の議論を受けて、水災害を広く組み合わせたものであると捉えると理解しておりま

す。したがって、水資源開発分科会だとか、下水道政策委員会だとか、海岸だとか土砂災
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害の委員会が、１１ページに書いてあるように同時並行に検討を進めていますが、それら

をどうインテグレートしてこの委員会で取りまとめるのかという道筋がちょっとわかりに

くいので、明確にしていただければと思うのが１点目です。 

 そのときに、将来の気候変動として、温暖化により気温、水温が変わり、降水量が変わ

るとして、洪水だけでなく、渇水を検討する場合だったらどれだけ雨が降らない期間があ

るのかというような条件設定が重要となります。ある委員会では気候変動をこう扱い、あ

る委員会は別な扱いをするということであると全体として整合性がとれないので、我々が

扱う外力に対してどれぐらいの不確実性を持った上で、どう議論するのかという統一的な

共有した情報の基礎みたいなものがないと、何か統合化する際に上滑りするような気がし

ます。その共通性を持った想定する外力みたいな考え方というものを一度整理しておく必

要があるんじゃないかなというのが気になる点です。 

 ２点目は、先ほど○○委員が言われた部分に深くかかわるんですけれども、今回の場合

は、先ほど言ったように河川だけではなくて下水道も港湾もいろいろ関わっていると。一

方で、国あるいは県、市町村、場合によっては住民というように利害関係者が非常に多い

と。さらには空間スケールも流域レベルでやらなくちゃいけないことと、また、○○委員

が言われたように地下街というサイズでの議論もあり、非常にマルチスケールの話です。

要は複合的で非常に複雑なものであると。それを改めてどういうものなのかというのを全

体像を押さえた上で、どこに力点を置いて今回はまとめるのかということをしないと、余

りにも話が散漫になっていって、総花的な話で、結局何が重要なのかというのがわかりに

くくなる懸念があります。そこら辺を整理していただくのがいいかなと思っています。 

 私自身は、今回新しく出せるというところは地域づくりと一体となった適応策であろう

かと思います。まちづくりだとか地域づくりというところに住民が関わっているので、そ

こに新しい適応策の基軸を出すのが私自身は非常に重要かなと。そうすると、いかにその

人たちに関連の正しい情報だとか、あるいは今後の雨の降り方だとかそういった情報や知

見をデータベース化するという、前回で出てきた影響のモニタリング強化、ただモニタリ

ングするんじゃなくて、その情報をいかに周知していくのかというものがセットで出てく

る必要があると思います。そういったところの議論はここの委員会で行うのであれば、今

後さらに取り組むべき 4 つの適応策項目（案）の次に、５番目としてそういったものを入

れていただければと思います。水資源だとかほかのところでそういったモニタリングとそ

の情報の提供という点の検討がなされるかどうか不明なので、項目として追加いただくこ



 -37-

とが重要かなというのが３点目です。 

 以上です。 

【委員長】  ただいまのは質問に近いところもあります。特に１番目の考え方、いろい

ろなところをどのように整理するのという話を、この委員会の役割ですね、事務局はどう

考えているのか。ではお願いします。 

【事務局】  基本的には、全体、先ほど言った４つのほかの分野の水資源なり下水道な

りといったもの全体を取りまとめる横軸の部分もちゃんとやろうと思っていますし、あと、

その中で、特にここで４つで書いている治水の部分については、この委員会がメインにな

るので、この部分についてはこの委員会がメインでやっていきます。あわせて、今、○○

先生から言われました前提条件は当然合わせないといけないので、その辺については各委

員会の先生方もこの委員会にも入っていただいておりますので、それを踏まえて各分野ご

とに議論をして、その辺の整合性を踏まえながら、横軸全体の部分と深い部分と２つの課

題を検討していきたいと思っています。 

【委員長】  もう少し後でだんだん見えてくると思いますので、よろしくお願いします。 

 それでは○○委員、そして○○委員、お願いします。 

【委員】  先ほど○○委員が言われたことと非常に共通するんですけれども、資料２の

１１ページの図を見せていただきますと、政府の適応計画、閣議決定されるものに向かっ

てこの国土交通省としての適応計画も取りまとめると。そうなると、国交省の中でどう調

整しますかという話と、政府全体の中でどういうふうに調整しますかと、同じ話が出てく

るんだと思うんですね。それで、そこら辺の考え方はどうなのかというのを、次回でも教

えていただければと思います。そのときには、国交省のシナリオ、条件設定を共通にする

だけではなくて、政府全体としても条件設定を同じにしておかないと、整合性がとれない

というようなことになるんじゃないかなと思います。その点をお願いしたかったというこ

とです。 

【委員長】  ありがとうございます。 

 それでは○○委員、お願いします。 

【委員】  私は建築の耐震関係が専門なものですから、地震が起こったときにこういう

水害というようなものが、おそらく住んでいる人間からすると複合的に起こることが一番

怖いなというふうに思っております。それで、やはり複合災害の考え方というんでしょう

か、例えば、かつて地震が起こった後に大雨が降って洪水が起こって、それでたくさん人
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が亡くなってしまったというような事例もございますので、ここではもちろん水が中心に

なるんでしょうけれども、何か別の災害を受けてこちらに影響がある、あるいはこちらが

何かに影響を与えるというような、お互いに相関し合うような災害についてもコメントと

いうか、想定の範囲内に、やはり頭の中に入れておく必要があるのではないかなと思いま

す。先ほど○○先生がおっしゃいましたけれども、地盤が沈下してそこに洪水が、あるい

は津波が、高潮がやってきてといったようなことは、最近でこそ少し地震被害想定で検討

されるようになってきてはいるんですけれども、まだまだあまり十分考慮されていないと

いうことがございます。 

 それから、今、地震の被害想定というような言葉を出しましたけれども、地震関係です

と、よく被害想定というようなことをやります。この辺で地震が起こって、こんなふうに

揺れたら、建物が壊れて火災が起こって、死者が何人、まあその数がどれぐらい確からし

いかというといろいろ議論はございますけれども、ここでは多分そういう被害想定そのも

のはやられないだろうと思うんですけれども、やはり何かいろいろ対策を立てた、あるい

はこういう対策を立てたら、と考えるときに、これによってどれぐらいその被害が低減さ

れるかを、どこかで検証、チェックができるような体制があってもいいのではないかな。

そうでないと、何かこう、いろいろ言いっ放しといいましょうか、言ったんだけれども、

どれぐらい効くのかがなかなか目に見えてわかってこないというようなことがございます。

それからこれからも非常に長いタイムスパンでいろいろ議論していく必要があると思いま

すので、そういうときに、第１次想定とか第２次想定みたいなものをもしやるとすると、

これは先ほどの外力を合わせておかなければということと全く関係するんですけれども、

おそらくロングスパンでいろいろ考えていくと、手法もアップグレードしていくだろうし、

データもいろいろ詳細なデータが出てくると、データは変わるわ、外力は変わるわ、手法

も変わるわというと、その時でのピンポイントでいろいろ被害の評価はできるんだけれど

も、結局我々がやってきた方法はよかったのかだとか、それから今向かっているのはどっ

ちの方向に向かっているのか、つまり、いい方向に多分向かっているんだと思うんだけれ

ども、それはどれぐらいいい方向に向かっているのか、あるいは目標を実現するとするな

らば、今のやり方じゃ手ぬるいのか、そこそこいい線いっているのかとか、その辺の方向

といいましょうか、ピンポイントだけじゃなくてベクトルが見えるような評価がどこかで

できると、我々も元気が出るんじゃないかなという気がしております。 

 以上でございます。 
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【委員長】  ありがとうございます。 

 ○○委員。 

【委員】  既に議論されていたら申しわけないんですけれども、おまとめいただいたも

ので個別の対応はわかるんですけれども、どの空間スケールでどういう計画論を立てるの

かというのを少し議論したほうがいいのかなという気がいたしました。さっき流域でなか

なか進まないというお話もありましたけれども、じゃあそのサブの流域だったらうまくい

く方策はあるのかとか、あるいは気候変動を考える上では、複数の河川にまたがるような

水害もあるんじゃないかとか、どういう空間スケールでどういう計画論を立てるのかとい

うスケールに関する議論も必要かなというのが１つです。 

 もう１つは、関連するんですけれども、そういう空間スケールを考える上では、やはり

将来の人口分布、どういうところに人が残っていくのか、どういうところから人が減って

いくのかであるとか、どういうところが住宅地として残るのかというような、人口、住ま

い方の将来予測であるとか、あるいは水防の話もありましたけれども、今、コミュニティ

の質とか強さというのはどんどん変化していますので、こういったものもターゲットとす

るスケールに応じて予測していかなければいけないというようにも考えます。ですので、

こういったものとの兼ね合いというのも少し議論しなければいけないと思います。 

 私から申し上げたいのは以上の意見です。 

【委員長】  ありがとうございました。各委員から一通りご意見をいただきました。時

間も参りましたので、これでまとめようと思います。 

 今後この委員会に求めること、もう少し明確にすべきこと、そういったことがかなり明

らかになりました。私は河川として、あるいは河川を取り巻く都市も下水道も含めて全て

の分野のところを、もう少し大きな治水戦略をちゃんとつくった中でこの気候変動という

のを取り扱いながら、現象のスケール、場のスケールも考えていろいろ議論する必要があ

ると考えています。皆さんのご意見を伺いながら委員会の報告として私どもが事務局にご

提言することになります。事務局としても、ぜひ今日のご意見を整理して、特に前回の平

成２０年にまとめられた答申についてはどこまで対応が進んできたんですかと言われるこ

とについては、そこからスタートして、見えるように出して頂きたいということでした。

ぜひ次回はそういう準備をお願いしたいと思います。また、次回出れない方もいらっしゃ

いますが、そういう方には事前に、議事録も出ると思いますので、ぜひご意見を出してい

ただくということでお願いしたいと思います。どうぞよろしくお願いします。 
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 では最後に、局長、感想で結構かと思います。一言よろしくお願いします。 

【事務局】  今、委員長おまとめいただきましたけれども、ほんとうに有意義なといい

ますか、貴重なご意見をいただきました。問題意識も私の持っているものとかなり同じも

のがあるというふうに感じました。その上で、次回は、前回の答申がその後どうだったの

か、そういうフォローアップ、レビューをきっちりしないと議論がスタートしないのかな

というふうに思っています。私ども内部でもそういう議論をしており、そういったところ

をしっかりして次回の会議に備えたいというふうに思っておりますので、どうかよろしく

お願いします。今日はどうもありがとうございました。 

【委員長】  ありがとうございます。 

 それでは、各委員には熱心にご審議をいただき、また貴重なご意見をいただきありがと

うございました。次回は、○○委員、○○委員より気候変動に関する最新の知見について

ご発表いただくとともに、事務局より平成２０年６月答申のフォローアップの結果、新た

な課題等についての説明を受け、ご審議をいただきたいと思います。両委員におきまして

はよろしくお願いいたします。 

 本日の各委員のご意見などを踏まえ、平成２０年６月答申のフォローアップや新たな課

題について整理し、次回の会議で説明するようお願いいたします。 

 また、本日配付された資料も含め、お気づきの点がありましたら、次回以降の議論にも

反映できるようあらかじめ事務局までご連絡くださいますようお願いいたします。 

 最後に、本日の議事録につきましては、内容について各委員のご確認を得た後、発言者

の指名を除いたものを国土交通省大臣官房広報課及びインターネットにおいて一般に公開

することとします。 

 本日の議題は以上でございます。 

【事務局】  どうもありがとうございました。次回の日程につきましては、３月ごろを

予定しておりますけれども、詳細につきましては改めてご連絡をいたしますので、よろし

くお願いいたします。 

 お手元の資料につきましては、お持ち帰りいただいても結構でございますけれども、郵

送をご希望の方につきましては、後日郵送させていただきますので、そのまま席にお残し

いただければというふうに思います。 

 それでは、長時間にわたりどうもありがとうございました。これで閉会といたします。

どうもありがとうございました。 
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―― 了 ―― 

 


